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国

税

庁

は

５

月

�

日

、

令

和

６

年

分

所

得

税

等

お

よ

び

個

人

事

業

者

の

消

費

税

の

確

定

申

告

状

況

を

公

表

し

た

（

２

面

に

関

連

記

事

）

。

６

年

分

の

申

告

所

得

税

及

び

復

興

特

別

所

得

税

の

確

定

申

告

書

を

提

出

し

た

人

は

、

前

年

比

０

・

６

％

増

の

２

３

３

８

万

９

０

０

０

人

と

増

加

し

た

。

そ

の

う

ち

申

告

納

税

額

の

あ

る

人

（

納

税

人

員

）

は

、

同

�

・

６

％

減

の

５

１

７

万

５

０

０

０

人

、

所

得

金

額

は

、

同

３

・

２

％

増

の

�

兆

１

６

０

４

億

円

、

申

告

納

税

額

は

、

同

８

・

６

％

増

の

４

兆

３

９

８

９

億

円

だ

っ

た

。

定

額

減

税

の

影

響

で

納

税

額

が

生

じ

な

い

人

が

一

定

数

い

た

こ

と

に

よ

り

納

税

人

員

は

減

少

し

た

が

、

地

価

や

株

価

の

上

昇

で

譲

渡

所

得

が

増

加

し

た

こ

と

と

、

副

業

に

よ

り

収

入

を

得

た

人

の

増

加

な

ど

に

よ

っ

て

所

得

金

額

と

申

告

納

税

額

が

増

加

し

た

と

み

ら

れ

る

。

　

政

府

税

制

調

査

会

は

５

月

�

日

、

活

力

あ

る

長

寿

社

会

に

向

け

た

ラ

イ

フ

コ

ー

ス

に

中

立

な

税

制

に

関

す

る

専

門

家

会

合

（

座

長

＝

佐

藤

英

明

慶

応

大

学

大

学

院

教

授

）

を

開

催

し

た

。

令

和

７

年

度

税

制

改

正

法

の

附

則

に

盛

り

込

ま

れ

て

い

る

物

価

の

上

昇

等

を

踏

ま

え

た

基

礎

控

除

等

の

額

の

適

時

の

引

上

げ

の

具

体

的

な

方

策

に

つ

い

て

検

討

が

行

わ

れ

、

財

務

省

か

ら

具

体

的

な

調

整

の

イ

メ

ー

ジ

が

示

さ

れ

る

と

と

も

に

、

シ

ス

テ

ム

開

発

ベ

ン

ダ

ー

の

業

界

団

体

を

招

き

、

ヒ

ア

リ

ン

グ

が

行

わ

れ

た

。

　

同

省

が

示

し

た

考

え

ら

れ

る

具

体

的

な

物

価

調

整

の

イ

メ

ー

ジ

は

①

毎

年

物

価

調

整

を

実

施

、

②

定

期

的

に

物

価

調

整

を

実

施

、

③

毎

年

点

検

し

、

一

定

の

物

価

上

昇

率

と

な

っ

た

際

に

調

整

を

実

施

の

３

案

。

　

①

で

は

、

例

え

ば

、

Ｘ

年

第

３

四

半

期

に

対

前

年

比

の

物

価

上

昇

率

を

勘

案

し

て

基

礎

控

除

等

の

額

を

決

定

し

、

Ｘ

＋

１

年

の

通

常

国

会

に

改

正

法

案

を

提

出

。

Ｘ

＋

２

年

分

の

所

得

税

か

ら

適

用

（

Ｘ

＋

２

年

１

月

か

ら

新

た

な

控

除

額

に

基

づ

く

源

泉

徴

収

を

実

施

）

す

る

。

物

価

変

動

を

タ

イ

ム

リ

ー

に

反

映

で

き

る

の

が

特

徴

だ

が

、

シ

ス

テ

ム

改

修

を

含

む

源

泉

徴

収

義

務

者

の

事

務

負

担

へ

の

影

響

に

留

意

が

必

要

と

し

て

い

る

。

　

②

で

は

、

例

え

ば

３

年

お

き

に

第

３

四

半

期

の

対

３

年

前

の

同

期

比

の

物

価

上

昇

率

を

勘

案

し

て

基

礎

控

除

等

の

額

を

決

定

す

る

。

改

正

法

案

の

提

出

時

期

（

翌

年

）

や

適

用

の

タ

イ

ミ

ン

グ

（

翌

々

年

）

は

①

と

同

様

。

①

と

比

べ

て

物

価

変

動

の

反

映

の

タ

イ

ム

リ

ー

さ

は

欠

け

る

が

、

シ

ス

テ

ム

改

修

を

含

む

源

泉

徴

収

義

務

者

の

対

応

を

毎

年

行

う

必

要

が

な

く

、

シ

ス

テ

ム

改

修

時

期

の

予

測

可

能

性

も

高

い

。

　

③

で

は

、

例

え

ば

前

回

引

上

げ

時

の

前

年

の

第

３

四

半

期

か

ら

の

物

価

上

昇

率

が

５

％

を

上

回

っ

た

際

に

物

価

上

昇

率

を

勘

案

し

て

基

礎

控

除

等

の

額

を

決

定

す

る

。

法

案

の

提

出

時

期

、

適

用

の

タ

イ

ミ

ン

グ

は

①

、

②

と

同

様

。

物

価

変

動

を

比

較

的

タ

イ

ム

リ

ー

に

反

映

で

き

、

シ

ス

テ

ム

改

修

を

含

む

源

泉

徴

収

義

務

者

の

対

応

を

必

ず

し

も

毎

年

行

う

必

要

も

な

い

が

、

改

修

時

期

の

予

測

可

能

性

は

低

い

。

　

こ

れ

ら

の

案

に

つ

い

て

、

シ

ス

テ

ム

開

発

ベ

ン

ダ

ー

の

業

界

団

体

の

う

ち

一

般

社

団

法

人

人

事

労

務

シ

ス

テ

ム

協

議

会

か

ら

は

「

基

礎

控

除

額

の

変

更

の

み

と

す

る

な

ど

複

雑

な

制

度

改

正

と

な

ら

な

い

こ

と

」

「

業

務

に

必

要

な

情

報

を

法

成

立

後

の

４

月

前

半

に

公

開

し

、

十

分

な

準

備

期

間

を

確

保

す

る

こ

と

」

と

い

っ

た

意

見

が

、

税

務

シ

ス

テ

ム

連

絡

協

議

会

か

ら

は

「

基

礎

控

除

等

の

改

正

頻

度

が

高

く

な

る

と

、

給

与

計

算

ソ

フ

ト

の

利

用

有

無

に

関

係

な

く

、

源

泉

徴

収

義

務

者

の

事

務

負

担

は

増

大

す

る

。

事

務

負

担

の

抑

制

策

が

必

要

」

と

い

っ

た

意

見

が

そ

れ

ぞ

れ

出

さ

れ

た

。

　

国

税

庁

は

５

月

�

日

、

税

理

士

が

関

与

先

納

税

者

の

マ

イ

ペ

ー

ジ

情

報

を

参

照

で

き

る

よ

う

に

な

っ

た

と

発

表

し

た

。

同

日

か

ら

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

上

で

納

税

者

と

「

委

任

関

係

の

登

録

」

を

行

っ

た

税

理

士

に

つ

い

て

は

、

納

税

者

の

マ

イ

ペ

ー

ジ

で

確

認

で

き

る

「

各

税

目

に

関

す

る

情

報

」

を

は

じ

め

と

す

る

情

報

が

参

照

可

能

と

し

て

い

る

。

　

す

で

に

委

任

関

係

の

登

録

を

行

っ

て

い

る

税

理

士

は

、

改

め

て

委

任

関

係

の

登

録

を

行

う

こ

と

な

く

参

照

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

参

照

に

当

た

っ

て

は

、

税

理

士

用

電

子

証

明

書

や

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

等

の

電

子

証

明

書

に

よ

る

認

証

が

必

要

と

な

る

。

ま

た

、

７

年

５

月

時

点

で

は

、

電

子

通

知

を

希

望

し

た

通

知

書

等

な

ど

、

参

照

で

き

な

い

情

報

が

あ

る

と

し

て

い

る

。

　

な

お

、

マ

イ

ペ

ー

ジ

で

確

認

で

き

る

各

税

目

に

関

す

る

情

報

は

、

最

新

の

情

報

と

は

限

ら

な

い

の

で

注

意

し

た

い

。

例

え

ば

、

個

人

の

所

得

税

・

消

費

税

関

係

で

は

、

表

示

さ

れ

る

情

報

は

、

更

新

日

時

点

で

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

に

登

録

さ

れ

て

い

る

情

報

で

、

情

報

の

更

新

は

、

例

年

１

月

中

旬

以

降

、

年

１

回

行

う

予

定

と

な

っ

て

い

る

。

法

人

に

お

け

る

法

人

税

・

消

費

税

関

係

で

は

、

情

報

の

更

新

は

年

１

回

、

事

業

年

度

末

か

ら

お

お

む

ね

１

カ

月

以

内

に

行

わ

れ

る

と

し

て

い

る

。

　

土

地

等

の

譲

渡

所

得

（

総

合

譲

渡

を

含

む

）

を

申

告

し

た

人

は

、

同

４

・

３

％

増

の

�

万

８

０

０

０

人

で

、

そ

の

う

ち

、

所

得

金

額

が

あ

る

人

（

有

所

得

人

員

）

は

、

地

価

が

全

国

ベ

ー

ス

で

上

昇

し

た

こ

と

か

ら

同

３

・

４

％

増

の

�

万

８

０

０

０

人

と

現

在

の

集

計

方

法

に

な

っ

た

平

成

�

年

以

降

で

最

も

多

く

、

所

得

金

額

も

同

６

・

８

％

増

の

６

兆

４

９

９

３

億

円

と

４

年

連

続

で

増

加

し

、

�

年

以

降

で

最

高

額

だ

っ

た

。

　

株

式

等

の

譲

渡

所

得

の

申

告

を

し

た

人

は

、

同

２

・

３

％

増

の

１

１

８

万

２

０

０

０

人

で

、

そ

の

う

ち

有

所

得

人

員

は

、

日

経

平

均

株

価

が

上

昇

し

た

こ

と

か

ら

同

�

・

４

％

増

の

�

万

５

０

０

０

人

と

増

加

し

、

そ

の

所

得

金

額

は

、

同

�

・

７

％

増

の

８

兆

８

５

４

億

円

と

増

加

。

有

所

得

人

員

、

所

得

金

額

と

も

に

株

式

等

譲

渡

益

課

税

が

申

告

分

離

課

税

方

式

に

一

本

化

さ

れ

た

�

年

以

降

で

最

高

だ

っ

た

。

な

お

、

譲

渡

損

失

を

翌

年

以

降

へ

繰

り

越

し

た

人

は

、

同

�

・

３

％

減

の

�

万

５

０

０

０

人

と

な

っ

て

い

る

。

　

令

和

５

年

�

月

か

ら

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

が

導

入

さ

れ

、

制

度

導

入

後

２

回

目

と

な

る

６

年

分

の

個

人

事

業

者

の

消

費

税

の

確

定

申

告

は

、

申

告

件

数

が

前

年

分

よ

り

�

万

件

増

加

し

、

同

７

・

５

％

増

の

２

１

２

万

件

だ

っ

た

。

　

申

告

納

税

額

は

、

同

�

・

８

％

増

の

８

０

０

４

億

円

と

前

年

分

よ

り

１

１

５

４

億

円

増

加

し

た

。

申

告

納

税

額

が

増

加

し

た

の

は

、

５

年

分

は

�

月

以

降

の

最

大

３

カ

月

の

取

引

が

申

告

対

象

だ

っ

た

が

、

６

年

分

は

１

年

間

分

の

取

引

が

申

告

対

象

だ

っ

た

こ

と

な

ど

に

よ

る

。

　

な

お

、

６

年

に

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

と

な

っ

た

個

人

事

業

者

は

、

約

�

万

人

だ

っ

た

。

令

和

　

年

　

月

　

日
７ ６ ２

第３６５２号
（昭和�年�月�日第３種郵便物認可）�税のしるべ　　２０２５年



　

バ

ッ

ク

パ

ッ

カ

ー

の

バ

イ

ブ

ル

と

言

わ

れ

る

沢

木

耕

太

郎

氏

の

紀

行

小

説

『

深

夜

特

急

』

は

多

く

の

若

者

を

旅

へ

と

駆

り

立

て

、

�

年

代

、

�

年

代

の

バ

ッ

ク

パ

ッ

カ

ー

ブ

ー

ム

を

後

押

し

し

た

。

現

在

は

、

コ

ロ

ナ

禍

の

空

白

に

伴

う

旅

行

意

欲

低

下

と

円

安

に

よ

る

旅

費

高

騰

な

ど

で

若

者

の

海

外

旅

行

離

れ

が

進

ん

で

い

る

と

い

う

★

外

務

省

が

発

表

し

た

統

計

か

ら

令

和

６

年

の

日

本

人

の

パ

ス

ポ

ー

ト

保

有

率

を

割

り

出

す

と

わ

ず

か

�

・

５

％

。

４

、

５

割

の

諸

外

国

に

比

べ

低

い

数

字

だ

。

若

者

の

海

外

離

れ

で

国

際

競

争

力

低

下

も

懸

念

さ

れ

て

い

る

★

５

月

�

日

の

参

院

予

算

委

員

会

で

、

石

破

茂

首

相

は

国

際

観

光

旅

客

税

の

引

上

げ

検

討

の

方

針

を

示

し

た

。

同

税

は

、

各

国

と

の

租

税

条

約

で

国

籍

無

差

別

条

項

が

規

定

さ

れ

て

い

る

こ

と

も

あ

り

、

日

本

人

の

出

国

者

も

対

象

と

な

る

。

今

後

、

イ

ン

バ

ウ

ン

ド

だ

け

で

な

く

、

ア

ウ

ト

バ

ウ

ン

ド

回

復

の

政

策

も

打

っ

て

ほ

し

い

も

の

だ

。

（

Ａ

）

　

物

価

高

対

策

が

求

め

ら

れ

る

中

、

税

率

の

引

下

げ

な

ど

を

含

む

消

費

税

の

取

扱

い

に

つ

い

て

、

自

民

党

税

制

調

査

会

（

宮

沢

洋

一

会

長

）

は

５

月

�

日

、

同

党

本

部

で

会

合

を

開

き

、

実

務

上

の

課

題

や

財

政

に

与

え

る

影

響

な

ど

に

つ

い

て

資

料

を

も

と

に

確

認

し

た

。

会

合

は

勉

強

会

と

い

う

位

置

づ

け

で

、

今

後

の

具

体

的

な

方

向

性

な

ど

は

特

に

は

出

て

い

な

い

も

よ

う

。

　

勉

強

会

で

示

さ

れ

た

資

料

で

は

、

税

率

変

更

に

伴

う

実

務

上

の

課

題

と

し

て

、

消

費

税

の

税

率

変

更

は

適

切

に

価

格

に

反

映

さ

れ

る

こ

と

が

重

要

で

、

税

率

変

更

に

事

業

者

が

対

応

す

る

た

め

に

は

、

税

率

変

更

を

踏

ま

え

た

価

格

改

定

や

シ

ス

テ

ム

改

修

等

の

対

応

が

必

要

だ

と

し

て

い

る

。

そ

し

て

、

過

去

の

税

率

変

更

時

（

３

↓

５

％

、

５

↓

�

％

）

は

消

費

税

転

嫁

対

策

特

別

措

置

法

を

制

定

す

る

な

ど

、

転

嫁

拒

否

等

の

行

為

の

取

締

り

、

円

滑

か

つ

適

正

な

価

格

転

嫁

を

実

現

す

る

た

め

の

各

種

施

策

を

実

施

し

た

こ

と

、

こ

う

し

た

対

応

に

は

十

分

な

準

備

期

間

が

必

要

と

な

る

こ

と

か

ら

、

過

去

の

税

率

変

更

時

は

、

改

正

法

公

布

か

ら

少

な

く

と

も

１

年

半

の

期

間

を

お

い

て

施

行

さ

れ

て

き

た

と

が

説

明

さ

れ

て

い

る

。

　

ま

た

、

消

費

税

率

は

全

て

の

事

業

者

に

関

わ

る

も

の

で

あ

り

、

現

場

が

混

乱

す

る

こ

と

を

避

け

る

た

め

に

は

、

値

段

設

定

の

見

直

し

、

値

札

の

貼

り

替

え

、

シ

ス

テ

ム

改

修

等

を

行

う

必

要

が

あ

り

、

公

共

料

金

・

認

可

料

金

の

改

定

、

切

手

の

額

面

変

更

等

に

つ

い

て

も

検

討

・

準

備

が

必

要

に

な

る

。

例

え

ば

、

鉄

道

等

で

は

、

１

円

単

位

だ

け

で

な

く

、

現

金

対

応

の

観

点

か

ら

�

円

単

位

で

も

運

賃

認

可

等

を

行

っ

た

上

で

、

運

賃

表

の

作

成

や

、

券

売

機

・

シ

ス

テ

ム

の

改

修

、

運

賃

掲

示

板

の

貼

替

え

が

、

電

気

・

ガ

ス

（

規

制

料

金

）

で

は

認

可

等

が

、

郵

便

料

金

で

は

届

出

等

が

、

水

道

料

金

で

は

自

治

体

に

よ

っ

て

は

水

道

条

例

の

改

正

が

必

要

だ

と

指

摘

し

て

い

る

。

　

さ

ら

に

、

軽

減

税

率

の

み

を

引

き

下

げ

る

場

合

、

事

業

者

の

資

金

繰

り

に

及

ぼ

す

影

響

と

し

て

、

仮

に

軽

減

税

率

対

象

品

目

の

税

率

を

０

％

と

す

る

場

合

、

標

準

税

率

（

�

％

）

で

仕

入

れ

て

軽

減

税

率

（

０

％

）

で

販

売

す

る

事

業

者

（

例

：

農

家

）

で

は

、

仕

入

れ

時

に

支

払

う

消

費

税

が

変

わ

ら

な

い

一

方

で

、

売

上

げ

時

に

受

け

取

る

消

費

税

が

減

る

た

め

、

資

金

繰

り

に

影

響

を

生

じ

る

お

そ

れ

が

あ

る

な

ど

と

し

て

い

る

。

　

資

料

で

は

そ

の

他

、

消

費

税

収

は

、

全

世

代

型

社

会

保

障

を

支

え

る

重

要

な

財

源

と

し

て

社

会

保

障

給

付

等

に

充

当

さ

れ

て

お

り

、

税

率

引

下

げ

に

よ

り

、

そ

の

財

源

が

損

な

わ

れ

る

こ

と

、

消

費

税

収

の

約

４

割

は

地

方

財

源

で

あ

り

、

税

率

引

下

げ

に

よ

り

大

き

な

影

響

が

出

る

こ

と

な

ど

財

政

面

で

の

影

響

を

説

明

し

て

い

る

。

　

財

政

面

で

は

、

地

方

団

体

の

現

状

や

地

方

団

体

の

意

見

な

ど

も

紹

介

し

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

、

令

和

６

年

分

の

贈

与

税

の

確

定

申

告

状

況

を

公

表

し

た

。

　

贈

与

税

の

申

告

書

の

申

告

人

員

は

、

前

年

比

７

・

０

％

減

の

�

万

人

で

、

そ

の

う

ち

、

申

告

納

税

額

が

あ

る

人

（

納

税

人

員

）

は

同

�

・

４

％

減

の

�

万

人

、

そ

の

申

告

納

税

額

は

、

同

�

・

９

％

増

の

３

９

３

５

億

円

だ

っ

た

。

申

告

納

税

額

は

、

贈

与

税

の

基

礎

控

除

額

が

現

行

水

準

に

引

き

上

げ

ら

れ

た

平

成

�

年

以

降

で

最

高

額

だ

っ

た

。

　

令

和

５

年

度

税

制

改

正

に

よ

り

、

６

年

１

月

１

日

以

後

、

相

続

時

精

算

課

税

制

度

と

暦

年

課

税

の

見

直

し

が

適

用

さ

れ

、

相

続

時

精

算

課

税

は

、

新

た

に

１

１

０

万

円

基

礎

控

除

が

創

設

さ

れ

る

な

ど

使

い

勝

手

の

向

上

が

図

ら

れ

た

。

こ

れ

に

よ

り

、

相

続

時

精

算

課

税

を

適

用

し

た

申

告

人

員

は

、

前

年

比

�

・

２

％

増

の

７

万

８

０

０

０

人

と

大

幅

に

増

加

し

た

。

そ

の

う

ち

、

申

告

納

税

額

が

あ

る

人

は

、

同

�

・

６

％

増

の

６

０

０

０

人

で

、

申

告

納

税

額

は

、

同

�

・

５

％

の

６

６

１

億

円

だ

っ

た

。

　

他

方

、

相

続

前

贈

与

の

加

算

期

間

が

３

年

か

ら

７

年

に

延

長

さ

れ

た

暦

年

課

税

は

、

申

告

人

員

が

同

�

・

０

％

減

の

�

万

７

０

０

０

人

で

、

そ

の

う

ち

、

申

告

納

税

額

が

あ

る

人

は

、

同

�

・

８

％

減

の

�

万

７

０

０

０

人

と

減

少

し

た

が

、

そ

の

申

告

納

税

額

は

同

９

・

７

％

増

の

３

２

７

４

億

円

と

増

加

し

た

。

　

ま

た

、

住

宅

取

得

等

資

金

の

非

課

税

の

申

告

状

況

を

み

る

と

、

申

告

人

員

は

同

�

・

５

％

減

の

４

万

５

０

０

０

人

、

住

宅

取

得

等

資

金

の

金

額

は

、

同

�

・

２

％

減

の

３

４

３

５

億

円

、

非

課

税

の

適

用

を

受

け

た

金

額

は

、

同

�

・

２

％

減

の

３

１

７

３

億

円

と

い

ず

れ

も

大

き

く

減

少

し

た

。

こ

れ

は

、

住

宅

取

得

等

資

金

の

非

課

税

措

置

が

５

年

末

で

終

了

予

定

だ

っ

た

た

め

、

駆

け

込

み

で

適

用

を

受

け

た

人

が

多

か

っ

た

こ

と

で

５

年

分

が

大

幅

に

増

加

し

、

そ

の

反

動

で

減

少

に

転

じ

た

。

な

お

、

同

措

置

は

６

年

度

改

正

に

よ

り

、

８

年

末

ま

で

延

長

さ

れ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

、

令

和

６

年

分

の

所

得

税

等

確

定

申

告

の

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

利

用

状

況

等

を

ま

と

め

た

。

　

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

に

よ

り

所

得

税

等

の

確

定

申

告

書

を

提

出

し

た

人

は

、

前

年

分

よ

り

１

２

７

万

人

多

い

１

７

３

２

万

人

（

前

年

比

７

・

３

％

増

）

で

、

全

体

の

�

・

０

％

（

申

告

人

員

ベ

ー

ス

。

な

お

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

送

信

件

数

ベ

ー

ス

で

は

�

・

７

％

）

が

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

で

申

告

を

し

た

。

申

告

人

員

の

約

４

人

に

３

人

が

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

で

申

告

を

し

た

こ

と

に

な

る

。

　

納

税

者

の

う

ち

、

自

宅

か

ら

同

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

の

「

確

定

申

告

書

等

作

成

コ

ー

ナ

ー

」

や

各

種

会

計

ソ

フ

ト

を

利

用

し

て

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

で

申

告

を

し

た

人

は

、

同

�

・

４

％

増

の

８

２

４

万

２

０

０

０

人

に

上

り

、

前

年

分

か

ら

１

３

４

万

人

増

加

。

所

得

税

等

の

確

定

申

告

書

の

申

告

人

員

全

体

の

�

・

２

％

が

、

自

宅

か

ら

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

で

申

告

し

た

。

　

ま

た

、

自

宅

か

ら

ス

マ

ホ

を

使

っ

て

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

で

申

告

し

た

人

は

、

同

�

・

０

％

増

の

４

０

８

万

人

で

、

前

年

よ

り

�

万

人

増

加

し

、

自

宅

か

ら

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

で

申

告

し

た

人

の

約

半

数

を

占

め

て

い

る

。

そ

の

う

ち

、

マ

イ

ナ

ン

バ

ー

カ

ー

ド

を

利

用

し

て

ス

マ

ホ

か

ら

申

告

し

た

人

は

、

同

�

・

０

％

増

の

３

５

２

万

４

０

０

０

人

で

、

前

年

よ

り

１

０

８

万

人

増

加

し

た

。

　

こ

の

ほ

か

、

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

経

由

に

よ

り

、

控

除

証

明

書

等

の

必

要

書

類

の

デ

ー

タ

を

一

括

取

得

し

た

人

は

、

同

�

・

４

％

増

の

３

１

０

万

人

で

、

前

年

分

よ

り

１

１

９

万

人

増

加

し

た

。

そ

の

う

ち

、

約

�

％

が

医

療

費

通

知

情

報

と

連

携

し

た

も

の

で

、

そ

の

利

用

者

は

同

�

・

５

％

増

の

２

７

３

万

人

と

な

っ

て

い

る

。

　

ま

た

、

６

年

分

以

降

か

ら

、

住

宅

ロ

ー

ン

控

除

に

必

要

な

年

末

残

高

情

報

が

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

連

携

の

対

象

と

な

っ

た

が

、

そ

の

利

用

者

は

７

０

０

０

人

だ

っ

た

。

　

こ

の

ほ

か

、

「

給

与

所

得

の

源

泉

徴

収

票

」

デ

ー

タ

の

マ

イ

ナ

ポ

ー

タ

ル

連

携

利

用

者

は

、

前

年

の

約

４

倍

の

�

万

人

と

大

幅

に

増

加

し

た

。

（２）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



　全国納税貯蓄組合連合会と国税庁はこの

ほど、令和７年度の中学生の「税について

の作文」（後援＝一般財団法人大蔵財務協

会など）の募集を開始した。募集要項によ

ると、テーマは「税に関すること」で、内

容が税に関するものであれば何でもよい。

作品は本人が創作したもので、未発表のも

のに限る。

　文字数は題名も含めて１２００字（４００字詰

め原稿用紙３枚）以内。作文のはじめに中

学校名（例えば、○県○市立○中学校）、

学年、氏名（ふりがな）、題名を明記する。

日本語で書かれたもの限定で、パソコンで

作成して印刷した作品の提出も可能となっ

ている。

　通っている中学校を通じて、その地区の

納税貯蓄組合連合会に提出する。直接、そ

の地区の納税貯蓄組合連合会へ提出するこ

ともできる。応募締切は９月３日。

　優秀な作品には、内閣総理大臣賞をはじ

め、総務大臣賞、財務大臣賞、文部科学大

臣賞などが贈られる。入選発表は�月初旬

を予定している。

　

★

法

人

版

事

業

承

継

税

制

の

あ

ら

ま

し

な

ど

公

表

　

国

税

庁

は

５

月

�

日

、

「

非

上

場

株

式

等

に

つ

い

て

の

贈

与

税

・

相

続

税

の

納

税

猶

予

・

免

除

（

法

人

版

事

業

承

継

税

制

）

の

あ

ら

ま

し

」

や

「

個

人

の

事

業

用

資

産

に

つ

い

て

の

贈

与

税

・

相

続

税

の

納

税

猶

予

・

免

除

（

個

人

版

事

業

承

継

税

制

）

の

あ

ら

ま

し

」

な

ど

を

公

表

し

た

。

令

和

７

年

度

税

制

改

正

で

は

、

法

人

版

・

個

人

版

事

業

承

継

税

制

に

お

け

る

役

員

就

任

要

件

等

が

見

直

さ

れ

て

お

り

、

役

員

就

任

期

間

が

特

例

措

置

に

限

っ

て

事

実

上

撤

廃

さ

れ

て

い

る

。

　

★

印

紙

税

の

手

引

な

ど

公

表

　

国

税

庁

は

５

月

�

日

、

「

印

紙

税

の

手

引

」

と

「

契

約

書

や

領

収

書

と

印

紙

税

」

を

公

表

し

た

。

同

手

引

は

、

令

和

７

年

４

月

１

日

現

在

適

用

さ

れ

て

い

る

法

令

に

基

づ

い

て

、

印

紙

税

の

あ

ら

ま

し

を

説

明

し

た

も

の

で

、

７

年

５

月

現

在

の

印

紙

税

額

一

覧

表

な

ど

も

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

★

個

人

が

株

式

等

を

譲

渡

し

た

場

合

の

改

正

の

あ

ら

ま

し

な

ど

公

表

　

国

税

庁

は

５

月

�

日

、

「

個

人

の

方

が

株

式

等

や

土

地

・

建

物

等

を

譲

渡

し

た

場

合

の

令

和

７

年

度

税

制

改

正

の

あ

ら

ま

し

」

と

「

公

益

法

人

等

に

財

産

を

寄

附

し

た

場

合

に

お

け

る

譲

渡

所

得

等

の

非

課

税

の

特

例

の

あ

ら

ま

し

」

を

公

表

し

た

。

個

人

が

株

式

等

を

譲

渡

し

た

場

合

の

改

正

の

あ

ら

ま

し

で

は

、

７

年

度

税

制

改

正

に

お

け

る

エ

ン

ジ

ェ

ル

税

制

、

Ｎ

Ｉ

Ｓ

Ａ

、

上

場

株

式

等

に

係

る

譲

渡

所

得

等

の

課

税

の

特

例

等

、

公

益

法

人

等

に

対

し

て

財

産

を

寄

附

し

た

場

合

の

譲

渡

所

得

等

の

非

課

税

の

改

正

な

ど

に

つ

い

て

説

明

し

て

い

る

。

　

総

務

省

は

こ

の

数

年

、

ふ

る

さ

と

納

税

の

適

正

化

に

向

け

て

運

用

の

見

直

し

を

進

め

て

い

る

。

令

和

６

年

の

見

直

し

で

は

返

礼

品

を

強

調

し

た

宣

伝

広

告

を

行

う

こ

と

や

ふ

る

さ

と

納

税

ポ

ー

タ

ル

サ

イ

ト

に

よ

る

ポ

イ

ン

ト

付

与

の

禁

止

な

ど

を

決

め

た

。

返

礼

品

を

強

調

し

た

広

告

宣

伝

の

禁

止

な

ど

は

６

年

�

月

か

ら

適

用

さ

れ

て

お

り

、

ポ

イ

ン

ト

付

与

の

禁

止

は

今

年

�

月

か

ら

適

用

さ

れ

る

。

４

月

�

日

開

催

の

地

方

財

政

審

議

会

で

は

、

同

省

か

ら

ふ

る

さ

と

納

税

の

見

直

し

に

関

す

る

課

題

・

事

例

が

新

た

に

提

示

さ

れ

、

今

年

も

こ

れ

ら

に

対

処

す

る

た

め

の

見

直

し

が

行

わ

れ

る

可

能

性

が

高

ま

っ

て

い

る

。

　

同

省

が

示

し

た

課

題

・

事

例

は

、

①

返

礼

品

調

達

費

用

や

ポ

ー

タ

ル

サ

イ

ト

事

業

者

手

数

料

等

の

募

集

費

用

が

５

０

０

０

億

円

を

超

え

る

規

模

と

な

り

、

こ

れ

ら

の

費

用

の

透

明

性

の

確

保

、

②

「

海

外

産

の

ワ

イ

ン

を

区

域

内

の

事

業

者

が

熟

成

さ

せ

た

返

礼

品

」

に

つ

い

て

、

自

治

体

に

よ

る

調

達

費

用

が

一

般

販

売

価

格

と

比

較

し

て

相

当

程

度

高

額

な

ケ

ー

ス

が

見

受

け

ら

れ

る

、

③

自

治

体

の

広

報

目

的

で

生

産

さ

れ

た

返

礼

品

に

関

し

、

区

域

外

で

製

造

・

加

工

さ

れ

た

飲

食

料

品

や

ア

ウ

ト

ド

ア

用

品

等

に

、

単

に

市

町

村

名

等

を

印

字

し

た

も

の

に

つ

い

て

、

広

報

へ

の

活

用

実

態

に

か

か

わ

ら

ず

返

礼

品

と

し

て

い

る

ケ

ー

ス

が

見

受

け

ら

れ

る

、

④

返

礼

品

の

う

ち

製

造

・

加

工

品

に

つ

い

て

は

、

区

域

内

で

「

相

応

（

過

半

）

の

付

加

価

値

が

生

じ

て

い

る

」

こ

と

を

要

件

（

付

加

価

値

基

準

）

と

し

て

い

る

が

、

こ

れ

ま

で

付

加

価

値

の

算

出

方

法

を

明

示

し

て

い

な

い

。

結

果

、

例

え

ば

、

国

内

で

製

品

を

企

画

立

案

し

、

海

外

で

製

造

を

行

っ

て

い

る

電

化

製

品

等

に

つ

い

て

、

自

治

体

が

「

海

外

で

の

製

造

に

お

け

る

付

加

価

値

は

半

分

未

満

」

等

と

説

明

す

る

ケ

ー

ス

が

見

受

け

ら

れ

る

、

⑤

返

礼

品

の

確

認

件

数

が

年

々

増

加

し

て

約

１

０

０

万

件

（

令

和

６

年

度

指

定

時

）

と

な

り

、

国

・

地

方

を

通

じ

た

事

務

負

担

が

増

大

し

て

い

る

―

―

の

５

点

。

　

説

明

を

加

え

る

と

、

②

で

は

輸

入

ワ

イ

ン

に

つ

い

て

、

一

般

に

販

売

す

る

価

格

よ

り

も

、

割

高

な

値

段

で

返

礼

品

と

し

て

自

治

体

に

納

品

す

る

こ

と

で

、

付

加

価

値

基

準

を

満

た

そ

う

と

す

る

意

図

が

あ

る

こ

と

が

考

え

ら

れ

る

と

い

う

。

ま

た

、

④

で

は

一

部

の

自

治

体

で

返

礼

品

全

体

の

重

量

の

過

半

が

区

域

内

で

生

産

さ

れ

た

部

品

等

に

よ

る

こ

と

を

理

由

に

、

付

加

価

値

基

準

を

満

た

し

て

い

る

と

独

自

解

釈

し

て

い

る

事

例

も

あ

る

と

い

う

。

　

こ

れ

ら

の

う

ち

、

付

加

価

値

の

算

定

方

法

に

つ

い

て

、

同

審

議

会

の

委

員

か

ら

「

原

則

金

額

ベ

ー

ス

と

し

、

複

数

あ

る

判

断

指

標

を

１

つ

に

統

一

す

べ

き

」

と

い

っ

た

意

見

が

あ

る

一

方

、

「

一

律

の

基

準

し

か

認

め

な

い

仕

組

み

と

す

べ

き

で

は

な

い

」

と

の

意

見

も

あ

っ

た

。

　

な

お

、

過

去

の

ふ

る

さ

と

納

税

に

係

る

運

用

の

見

直

し

は

６

月

末

ご

ろ

に

告

示

等

を

改

正

し

て

行

わ

れ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

５

月

�

、

�

日

の

両

日

、

東

京

・

千

代

田

区

霞

が

関

の

同

庁

会

議

室

で

全

国

国

税

局

徴

収

部

長

会

議

を

開

催

し

た

。

　

管

理

運

営

部

門

関

係

で

は

、

「

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

利

用

拡

大

に

向

け

た

取

組

み

」

に

つ

い

て

議

論

。

　

同

庁

で

は

、

納

税

者

の

利

便

性

の

向

上

、

納

税

事

務

の

効

率

化

、

現

金

管

理

等

に

伴

う

社

会

全

体

の

コ

ス

ト

の

縮

減

等

に

向

け

た

取

組

み

を

行

っ

て

お

り

、

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

利

用

拡

大

も

そ

の

一

つ

だ

。

今

後

、

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

割

合

を

令

和

８

年

度

ま

で

に

５

割

と

す

る

こ

と

を

目

指

し

て

い

る

。

な

お

、

５

年

度

の

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

割

合

は

�

・

０

％

で

、

６

年

度

は

�

・

３

％

（

速

報

値

）

と

な

っ

て

い

る

。

５

年

度

の

�

・

０

％

の

内

訳

は

、

ネ

ッ

ト

バ

ン

キ

ン

グ

が

�

・

７

％

と

最

も

多

く

、

振

替

納

税

が

�

・

１

％

、

ダ

イ

レ

ク

ト

納

付

（

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

に

よ

る

口

座

振

替

）

が

８

・

４

％

、

ク

レ

ジ

ッ

ト

カ

ー

ド

納

付

が

２

・

０

％

、

ス

マ

ホ

ア

プ

リ

納

付

が

０

・

９

％

と

続

い

て

い

る

。

　

会

議

で

は

、

６

事

務

年

度

に

お

け

る

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

利

用

拡

大

に

向

け

た

取

組

み

に

つ

い

て

説

明

す

る

と

と

も

に

、

①

都

道

府

県

別

の

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

割

合

を

踏

ま

え

た

最

適

な

利

用

勧

奨

方

法

、

②

同

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

の

「

源

泉

所

得

税

の

体

験

コ

ー

ナ

ー

」

（

４

月

７

日

号

４

面

参

照

）

を

活

用

し

た

今

後

の

利

用

勧

奨

方

法

に

つ

い

て

各

局

と

意

見

交

換

を

行

っ

た

。

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

割

合

が

高

い

地

域

は

、

金

融

機

関

の

協

力

が

大

き

い

こ

と

か

ら

、

今

後

も

金

融

機

関

等

と

連

携

し

な

が

ら

利

用

拡

大

に

向

け

た

取

組

み

を

実

施

し

て

い

く

方

針

だ

。

　

他

方

、

徴

収

部

門

関

係

で

は

、

６

年

度

の

租

税

滞

納

状

況

に

関

し

て

、

同

庁

に

お

け

る

各

局

の

分

析

・

評

価

に

つ

い

て

説

明

。

　

ま

た

、

７

事

務

年

度

の

徴

収

事

務

運

営

方

針

案

を

示

し

、

主

な

論

点

と

し

て

①

納

税

コ

ー

ル

セ

ン

タ

ー

を

中

心

と

し

た

期

限

前

・

督

促

前

納

付

指

導

な

ど

、

未

然

防

止

・

早

期

徴

収

の

強

化

、

②

滞

納

事

案

の

う

ち

８

割

強

を

占

め

る

新

規

・

繰

越

事

案

の

処

理

促

進

、

③

悪

質

・

処

理

困

難

事

案

に

お

け

る

原

告

訴

訟

や

滞

納

処

分

免

脱

罪

に

よ

る

告

発

な

ど

法

的

枠

組

み

や

税

務

行

政

執

行

共

助

条

約

を

活

用

し

た

質

的

整

理

な

ど

を

踏

ま

え

た

効

果

的

・

効

率

的

な

徴

収

事

務

運

営

に

取

り

組

ん

で

い

く

た

め

の

方

針

に

つ

い

て

、

各

局

と

意

見

交

換

し

た

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　

政

府

は

５

月

�

日

、

地

方

創

生

２

・

０

の

基

本

構

想

の

骨

子

案

を

公

表

し

た

。

そ

の

中

で

、

住

所

地

以

外

の

自

治

体

に

登

録

す

る

こ

と

の

で

き

る

「

ふ

る

さ

と

住

民

登

録

制

度

」

を

創

設

す

る

と

し

た

。

こ

れ

は

、

関

係

人

口

を

登

録

・

可

視

化

し

、

地

域

の

担

い

手

確

保

や

地

域

経

済

の

活

性

化

等

に

つ

な

げ

る

も

の

。

総

務

省

は

、

誰

も

が

ア

プ

リ

で

簡

単

・

簡

便

に

登

録

で

き

、

自

治

体

の

既

存

の

取

組

み

を

緩

や

か

に

包

含

で

き

る

よ

う

な

柔

軟

か

つ

間

口

の

広

い

仕

組

み

の

構

築

を

目

指

す

と

し

て

い

る

。

同

骨

子

案

は

同

日

に

開

催

さ

れ

た

新

し

い

地

方

経

済

・

生

活

環

境

創

生

本

部

の

有

識

者

会

議

で

示

さ

れ

た

。

主な国家試験における受験手数料

資格名 受験手数料

弁護士 ２万８０００円

公認会計士 １万９５００円

税理士

１万円（最大）

※受験科目数

によって変動

弁理士 １万２０００円

行政書士 １万４００円

司法書士 ８０００円

社会保険労務士 １万５０００円

土地家屋調査士 ８３００円

中小企業診断士

３万２３００円

うち

一次試験は

１万４５００円

二次試験は

１万７８００円

　

同

本

部

に

お

け

る

総

務

省

の

資

料

に

よ

る

と

、

関

係

人

口

の

地

域

と

の

関

わ

り

方

に

は

、

消

費

活

動

等

に

よ

る

地

域

経

済

へ

の

貢

献

や

、

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

や

仕

事

を

通

じ

た

地

域

の

担

い

手

と

し

て

の

貢

献

な

ど

、

そ

れ

ぞ

れ

の

ス

タ

イ

ル

に

応

じ

た

さ

ま

ざ

ま

な

形

が

あ

る

と

し

て

い

る

。

　

地

域

経

済

の

活

性

化

と

し

て

は

、

①

特

産

品

の

購

入

や

ふ

る

さ

と

納

税

、

②

観

光

の

リ

ピ

ー

タ

ー

な

ど

が

示

さ

れ

て

お

り

、

こ

れ

ら

の

活

動

に

役

立

つ

各

種

情

報

の

発

信

と

し

て

、

「

ふ

る

さ

と

住

民

」

へ

の

情

報

提

供

や

行

政

サ

ー

ビ

ス

な

ど

の

提

供

が

想

定

さ

れ

て

い

る

。

　

地

域

の

担

い

手

の

確

保

と

し

て

は

、

③

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

や

副

業

、

④

二

地

域

居

住

な

ど

が

示

さ

れ

て

お

り

、

地

域

へ

の

貢

献

に

対

す

る

「

ふ

る

さ

と

住

民

」

へ

の

特

典

と

し

て

行

政

サ

ー

ビ

ス

な

ど

を

提

供

す

る

こ

と

が

想

定

さ

れ

て

い

る

。

　

関

係

人

口

に

対

す

る

取

組

事

例

も

紹

介

さ

れ

て

お

り

、

例

え

ば

、

④

の

二

地

域

居

住

で

は

、

福

島

県

の

テ

レ

ワ

ー

ク

支

援

補

助

金

が

あ

る

。

　

こ

れ

は

、

移

住

や

二

地

域

居

住

の

希

望

者

ま

た

は

継

続

的

な

関

係

づ

く

り

を

希

望

す

る

福

島

県

外

の

在

住

者

が

福

島

県

内

に

滞

在

し

、

コ

ワ

ー

キ

ン

グ

ス

ペ

ー

ス

な

ど

で

テ

レ

ワ

ー

ク

を

行

っ

た

費

用

等

を

補

助

す

る

も

の

で

、

福

島

県

外

在

住

の

雇

用

者

、

法

人

、

福

島

県

外

在

住

の

個

人

事

業

主

等

が

対

象

と

な

る

。

補

助

金

の

対

象

は

宿

泊

費

（

飲

食

代

除

く

）

、

交

通

費

、

コ

ワ

ー

キ

ン

グ

ス

ペ

ー

ス

等

の

施

設

利

用

料

、

レ

ン

タ

カ

ー

代

（

燃

料

代

除

く

）

と

な

っ

て

い

る

。

　

な

お

、

昨

年

�

月

に

開

催

さ

れ

た

同

有

識

者

会

議

で

は

、

ふ

る

さ

と

住

民

登

録

制

度

の

創

設

だ

け

で

な

く

、

住

所

地

以

外

の

自

治

体

へ

の

財

政

措

置

と

し

て

、

住

民

税

の

分

割

納

税

や

普

通

交

付

税

の

算

定

へ

の

組

み

込

み

が

提

言

さ

れ

て

い

る

が

、

骨

子

案

等

に

そ

の

よ

う

な

内

容

の

記

載

は

な

い

。

　

令

和

８

年

度

の

中

小

企

業

診

断

士

試

験

か

ら

二

次

試

験

で

の

口

述

試

験

を

廃

止

し

た

上

で

、

受

験

手

数

料

を

一

次

試

験

が

現

行

の

１

万

４

５

０

０

円

を

１

万

７

２

０

０

円

に

、

二

次

試

験

が

現

行

の

１

万

７

８

０

０

円

を

１

万

５

１

０

０

円

に

そ

れ

ぞ

れ

見

直

す

こ

と

と

な

っ

た

。

一

次

試

験

、

二

次

試

験

の

受

験

料

の

合

計

額

は

３

万

２

３

０

０

円

で

変

更

は

な

い

。

改

正

案

に

つ

い

て

４

月

�

日

か

ら

意

見

募

集

（

パ

ブ

リ

ッ

ク

コ

メ

ン

ト

）

が

行

わ

れ

て

い

た

が

、

５

月

�

日

に

パ

ブ

コ

メ

の

結

果

が

公

表

さ

れ

、

改

正

案

ど

お

り

口

述

試

験

の

廃

止

と

受

験

料

の

見

直

し

を

実

施

す

る

方

針

が

明

ら

か

に

さ

れ

た

。

　

中

小

企

業

診

断

士

試

験

は

一

般

社

団

法

人

日

本

中

小

企

業

診

断

士

協

会

連

合

会

（

日

診

連

）

が

実

施

し

て

い

る

。

試

験

に

当

た

り

、

新

型

コ

ロ

ナ

対

策

、

令

和

５

年

度

台

風

６

号

に

伴

う

一

次

試

験

の

再

試

験

の

実

施

と

い

っ

た

臨

時

的

経

費

に

加

え

、

人

件

費

や

会

場

費

の

高

騰

と

い

っ

た

経

常

的

経

費

の

増

加

で

日

診

連

の

試

験

会

計

が

悪

化

。

　

こ

れ

を

踏

ま

え

、

８

年

度

以

降

の

受

験

料

等

に

つ

い

て

検

討

を

実

施

し

た

と

こ

ろ

、

現

行

の

受

験

料

が

経

費

増

を

反

映

し

た

も

の

に

な

っ

て

お

ら

ず

、

一

次

試

験

の

累

積

赤

字

も

積

み

上

が

っ

て

い

た

こ

と

か

ら

試

験

の

安

定

的

な

実

施

の

た

め

に

必

要

と

な

る

受

験

料

を

試

算

し

た

。

　

そ

の

結

果

、

一

次

試

験

・

二

次

試

験

の

受

験

料

の

総

額

が

中

小

企

業

支

援

法

施

行

令

で

定

め

る

上

限

（

３

万

２

３

０

０

円

）

を

大

幅

に

超

過

す

る

こ

と

に

な

っ

た

。

　

し

か

し

、

受

験

者

の

試

験

へ

の

負

担

軽

減

、

中

小

企

業

診

断

士

の

総

数

の

拡

大

を

図

る

観

点

か

ら

受

験

料

の

総

額

の

引

上

げ

は

望

ま

し

い

も

の

で

は

な

い

と

判

断

。

８

年

度

か

ら

二

次

試

験

の

う

ち

口

述

試

験

の

廃

止

で

経

費

削

減

を

行

っ

た

上

で

、

受

験

料

の

総

額

を

維

持

し

つ

つ

一

次

試

験

・

二

次

試

験

そ

れ

ぞ

れ

の

受

験

料

を

改

定

す

る

こ

と

と

な

っ

た

。

　

同

試

験

の

受

験

料

の

見

直

し

等

を

検

討

し

て

い

た

中

小

企

業

経

営

支

援

分

科

会

の

資

料

に

よ

る

と

、

も

と

も

と

他

の

主

な

国

家

資

格

の

受

験

料

と

比

較

し

、

中

小

企

業

診

断

士

試

験

は

現

行

で

も

受

験

料

が

高

い

水

準

に

あ

る

（

表

参

照

）

。

他

方

、

二

次

試

験

に

お

け

る

口

述

試

験

は

過

去

�

年

間

で

不

合

格

と

な

っ

た

受

験

者

（

当

日

欠

席

者

を

除

く

）

が

３

人

の

み

（

合

格

率

�

・

�

％

）

で

、

適

性

試

験

と

し

て

十

分

に

機

能

し

て

い

る

と

は

言

え

な

い

状

況

に

あ

っ

た

。

　

そ

こ

で

、

累

積

赤

字

の

積

み

上

が

っ

て

い

た

一

次

試

験

の

受

験

料

を

引

上

げ

る

一

方

、

口

述

試

験

を

廃

止

す

る

こ

と

で

二

次

試

験

の

受

験

料

を

引

き

下

げ

る

こ

と

が

決

ま

っ

た

。

　

自

民

、

公

明

の

与

党

と

立

憲

民

主

党

は

５

月

�

日

、

３

党

の

党

首

会

談

を

開

催

し

、

政

府

が

国

会

に

提

出

し

た

年

金

制

度

改

革

法

案

（

５

月

�

日

号

１

面

参

照

）

の

修

正

で

合

意

し

た

。

立

民

が

求

め

て

い

た

老

齢

基

礎

年

金

の

給

付

水

準

の

底

上

げ

策

を

与

党

が

受

け

入

れ

た

。

立

民

の

協

力

を

得

て

、

同

法

案

は

今

国

会

で

成

立

す

る

見

込

み

と

な

っ

た

。

　

修

正

案

で

は

、

４

年

後

に

予

定

さ

れ

る

公

的

年

金

の

財

政

検

証

の

中

で

、

老

齢

基

礎

年

金

の

給

付

水

準

の

低

下

が

見

込

ま

れ

る

場

合

等

に

は

、

そ

の

底

上

げ

に

向

け

て

必

要

な

措

置

を

講

じ

る

旨

が

盛

り

込

ま

れ

て

い

る

。

　

法

案

成

立

の

め

ど

が

立

っ

た

こ

と

で

、

同

法

案

の

成

立

を

前

提

と

し

て

い

る

令

和

７

年

度

税

制

改

正

大

綱

に

盛

り

込

ま

れ

て

い

る

確

定

拠

出

年

金

（

企

業

型

、

個

人

型

）

の

拠

出

限

度

額

の

引

上

げ

な

ど

も

実

現

す

る

見

通

し

と

な

っ

た

。

　

下

請

代

金

支

払

遅

延

等

防

止

法

及

び

下

請

中

小

企

業

振

興

法

の

一

部

を

改

正

す

る

法

律

が

５

月

�

日

、

参

院

本

会

議

で

可

決

、

成

立

し

た

。

令

和

８

年

１

月

１

日

に

施

行

さ

れ

る

。

改

正

に

伴

い

、

法

律

名

が

下

請

代

金

支

払

遅

延

等

防

止

法

は

「

製

造

委

託

等

に

係

る

中

小

受

託

事

業

者

に

対

す

る

代

金

の

支

払

の

遅

延

等

の

防

止

に

関

す

る

法

律

」

に

、

下

請

中

小

企

業

振

興

法

は

「

受

託

中

小

企

業

振

興

法

」

に

そ

れ

ぞ

れ

改

め

ら

れ

る

。

　

改

正

を

受

け

て

、

中

小

企

業

庁

は

中

小

受

託

取

引

適

正

化

法

の

無

料

の

オ

ン

ラ

イ

ン

講

習

会

を

６

月

４

日

か

ら

順

次

開

催

す

る

。

講

習

会

で

は

、

同

法

に

関

す

る

基

礎

知

識

だ

け

で

な

く

、

実

際

の

違

反

や

勧

告

等

の

事

例

も

交

え

つ

つ

、

今

回

の

改

正

の

ポ

イ

ン

ト

、

運

用

に

お

け

る

注

意

す

べ

き

点

に

つ

い

て

の

解

説

も

含

め

た

プ

ロ

グ

ラ

ム

を

予

定

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

６

月

�

日

�

時

か

ら

は

ス

テ

ー

シ

ョ

ン

コ

ン

フ

ァ

レ

ン

ス

東

京

（

東

京

都

千

代

田

区

丸

の

内

１

―

７

―

�

サ

ピ

ア

タ

ワ

ー

５

Ｆ

５

０

１

・

５

０

２

）

で

対

面

の

講

習

会

も

開

催

す

る

。

　

講

習

会

の

申

込

等

は

経

済

産

業

省

・

中

企

庁

の

適

正

取

引

支

援

サ

イ

ト

で

受

け

付

け

て

い

る

。

（４）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



　

財

産

評

価

基

本

通

達

（

評

価

通

達

）

６

項

を

適

用

し

た

課

税

処

分

を

最

高

裁

判

所

と

し

て

初

め

て

適

法

と

認

め

た

最

高

裁

令

和

４

年

４

月

�

日

判

決

で

は

、

被

相

続

人

が

生

前

、

銀

行

か

ら

の

多

額

な

借

入

金

に

よ

っ

て

賃

貸

マ

ン

シ

ョ

ン

を

購

入

し

、

そ

の

取

引

価

額

と

通

達

評

価

額

の

開

差

を

利

用

し

た

租

税

回

避

行

為

が

問

題

と

さ

れ

た

。

　

し

か

し

、

こ

の

よ

う

な

相

続

税

対

策

に

つ

い

て

は

、

資

産

家

で

あ

れ

ば

多

か

れ

少

な

か

れ

行

っ

て

い

る

こ

と

で

あ

る

が

、

ど

こ

ま

で

問

題

に

す

る

か

で

あ

る

。

例

え

ば

、

相

続

税

対

策

を

兼

ね

て

、

賃

貸

用

マ

ン

シ

ョ

ン

を

購

入

し

て

い

た

と

こ

ろ

、

そ

の

購

入

�

年

後

に

相

続

が

発

生

し

、

そ

の

賃

貸

用

マ

ン

シ

ョ

ン

の

通

常

の

取

引

価

額

と

通

達

評

価

額

と

の

間

に

３

倍

の

開

差

が

あ

っ

た

場

合

に

、

評

価

通

達

６

項

を

適

用

し

て

課

税

で

き

る

か

、

と

い

う

問

題

が

あ

る

。

こ

の

場

合

に

も

、

評

価

通

達

６

項

を

適

用

で

き

る

と

す

る

と

、

評

価

通

達

が

定

め

る

評

価

基

準

制

度

が

崩

壊

す

る

で

あ

ろ

う

（

同

通

達

で

全

財

産

の

評

価

額

を

定

め

る

意

味

が

な

く

な

り

、

同

通

達

は

必

要

な

く

な

る

）

。

　

そ

う

で

あ

れ

ば

、

先

の

よ

う

な

不

動

産

等

の

取

得

と

相

続

・

贈

与

ま

で

の

間

に

ど

の

程

度

の

期

間

が

必

要

で

あ

る

か

、

と

い

う

こ

と

が

問

題

に

な

る

は

ず

で

あ

る

。

ち

な

み

に

、

前

述

の

最

高

裁

の

事

案

で

は

、

３

年

５

月

の

差

が

あ

っ

た

が

、

そ

の

こ

と

は

誰

も

指

摘

し

て

い

な

い

。

　

こ

の

点

に

関

し

て

は

、

昭

和

末

期

に

土

地

バ

ブ

ル

が

最

も

激

し

か

っ

た

頃

、

相

続

開

始

前

に

土

地

等

を

買

え

ば

相

続

税

が

大

幅

に

減

少

す

る

事

態

と

な

り

、

そ

れ

に

対

抗

す

る

た

め

に

、

昭

和

�

年

末

、

租

税

特

別

措

置

法

�

条

の

４

が

立

法

さ

れ

、

相

続

開

始

前

３

年

以

内

に

取

得

等

を

し

た

土

地

等

又

は

建

物

等

（

居

住

用

を

除

く

）

に

つ

い

て

の

課

税

価

格

を

そ

の

取

得

価

額

と

す

る

、

こ

と

と

さ

れ

た

。

　

こ

の

よ

う

な

土

地

等

を

取

得

す

る

節

税

策

は

、

法

人

が

大

量

に

取

得

す

る

こ

と

に

よ

り

、

そ

の

株

式

の

純

資

産

価

額

を

零

（

又

は

そ

れ

に

近

く

）

に

す

る

手

法

と

し

て

も

使

わ

れ

た

。

そ

の

た

め

、

今

度

は

、

平

成

２

年

の

評

価

通

達

の

改

正

に

よ

り

、

株

式

を

純

資

産

価

額

方

式

で

評

価

す

る

場

合

に

は

、

課

税

時

期

前

３

年

以

内

に

取

得

し

た

土

地

等

及

び

家

屋

等

を

そ

れ

ら

の

「

通

常

取

引

さ

れ

る

価

額

」

に

よ

っ

て

評

価

す

る

こ

と

と

し

た

（

評

価

通

達

１

８

５

か

っ

こ

書

）

。

　

か

く

し

て

、

法

律

及

び

通

達

を

通

し

て

、

不

動

産

を

取

得

す

る

こ

と

に

よ

る

節

税

封

じ

に

つ

い

て

は

、

取

得

後

と

課

税

時

期

と

の

間

に

つ

き

、

い

わ

ゆ

る

「

３

年

し

ば

り

」

と

い

う

用

語

が

使

用

さ

れ

る

こ

と

に

な

っ

た

。

こ

の

「

３

年

」

と

い

う

期

間

の

根

拠

は

、

当

時

の

市

中

金

利

の

下

で

は

、

３

年

以

上

前

か

ら

借

金

し

て

不

動

産

を

取

得

し

て

も

利

子

の

方

が

高

く

な

る

か

ら

節

税

の

効

果

が

な

く

な

る

こ

と

、

３

年

間

の

地

価

動

向

に

照

ら

し

そ

の

取

得

価

額

が

課

税

価

格

な

り

時

価

に

近

似

し

て

い

る

こ

と

、

節

税

と

不

動

産

取

得

と

の

関

係

が

明

確

で

あ

る

こ

と

、

等

に

あ

っ

た

。

　

そ

の

後

、

平

成

８

年

に

は

、

租

税

特

別

措

置

法

�

条

の

４

が

地

価

の

大

幅

下

落

に

対

応

困

難

と

な

り

廃

止

さ

れ

た

こ

と

に

よ

り

、

評

価

通

達

上

の

「

３

年

し

ば

り

」

も

廃

止

す

べ

き

旨

の

声

も

上

が

っ

た

が

、

評

価

通

達

で

は

、

地

価

が

下

落

し

て

も

「

通

常

取

引

さ

れ

る

価

額

」

で

評

価

し

得

る

と

い

う

こ

と

で

、

現

在

ま

で

継

続

し

て

い

る

。

し

か

し

、

現

在

の

よ

う

な

超

低

金

利

時

代

で

は

、

「

３

年

」

と

い

う

期

間

は

短

す

ぎ

る

と

い

う

声

も

上

が

っ

て

い

る

。

　

と

こ

ろ

で

、

不

動

産

の

取

得

等

の

経

済

取

引

と

課

税

時

期

と

の

期

間

に

つ

い

て

は

、

相

応

の

期

間

制

限

が

あ

っ

て

然

る

べ

き

で

あ

る

と

考

え

ら

れ

る

。

例

え

ば

、

冒

頭

で

紹

介

し

た

最

高

裁

令

和

４

年

判

決

の

事

案

で

は

、

不

動

産

取

得

か

ら

３

年

５

月

後

に

相

続

が

発

生

し

て

い

る

が

、

こ

れ

が

５

、

６

年

前

の

不

動

産

取

得

に

な

る

と

評

価

通

達

６

項

の

適

用

も

問

題

に

な

る

で

あ

ろ

う

。

　

ま

た

、

評

価

通

達

１

８

９

で

は

、

株

式

保

有

特

定

会

社

等

の

判

定

に

つ

き

、

「

課

税

時

期

前

に

お

い

て

合

理

的

な

理

由

も

な

く

評

価

会

社

の

資

産

構

成

に

変

動

が

あ

」

っ

た

と

き

に

は

、

そ

の

変

動

は

な

か

っ

た

も

の

と

み

な

す

旨

定

め

て

い

る

が

、

そ

れ

も

ど

こ

ま

で

遡

る

か

定

か

で

は

な

い

。

さ

ら

に

、

評

価

通

達

１

８

６

の

２

は

、

現

物

出

資

等

に

係

る

評

価

差

額

に

つ

き

無

期

限

に

法

人

税

額

等

相

当

額

の

控

除

を

認

め

な

い

と

し

て

い

る

が

、

こ

れ

も

帳

簿

の

保

存

義

務

等

に

照

ら

し

、

現

実

的

で

は

な

い

。

　

と

も

あ

れ

、

あ

る

経

済

取

引

を

課

税

上

制

限

す

る

た

め

に

は

、

当

該

経

済

取

引

と

課

税

時

期

と

の

間

に

相

応

の

「

期

間

制

限

」

が

あ

っ

て

然

る

べ

き

で

あ

る

と

考

え

ら

れ

る

。

　今回は
、取引先の法人が破産に至った

場合の金銭債権の貸倒れの計上時期につ

いて解説していきます。

１　法人税基本通達の取扱い

　金銭債権の貸倒れについては法人税基

本通達９－６－１、９－６－２、９－６－３に

取扱いの定めがあります。もっとも、取引

の相手方が破産した場合について通達上

明確な取扱いは定められていません。

　法律上の貸倒れについての通達である

９－６－１に破産についての取扱いが定め

られていない理由として、国税庁の質疑

応答事例（「残余財産がない法人の破産

手続終結の決定があった場合における当

該破産法人に対する金銭債権の貸倒れ」）

によれば、「同通達がその金銭債権を消

滅させる法的手続を列挙したものである

ところ、破産法における法人の破産手続

においては配当されない部分の金銭債権

を法的に消滅させる手続がないためで

す。」と記載がされています。

　この記載によれば、取引の相手方であ

る法人が破産した際の取扱いについて通

達が明確に定めていないのは、破産法の

手続上、破産した法人との関係で、債務

免除や切捨て等の金銭債権の処理が行わ

れないことが理由と考えられます。

２　法人が破産するまでの流れ

　法人が破産をする場合、裁判所に対し

て破産手続開始の申立てを行いますが、

申立ては、債権者に秘匿されて行われる

ことも多く、債権者が取引先法人の破産

手続開始の申立ての有無や時期等を事前

に把握することは困難です。

　申立てを受けた裁判所が、破産手続開

始の原因となる事実があると認めた場

合、破産手続開始決定がなされます。そ

して、裁判所は破産手続開始決定後、直

ちに公告及び破産手続開始の申立書に記

載されている債権者に対して、破産手続

開始決定通知書を郵送します。

　債権回収会社でもない限り、官報で法

人の破産の状況を追うことは基本的には

考えられないため、債権者は裁判所から

の通知によって取引先が破産手続を開始

したことを知ることになるのが通常です。

　もっとも、破産手続開始決定＝債権の

貸倒れではありません。破産手続開始決

定後、裁判所により選任された破産管財

人が債権者に対して配当を実施すべく、

破産法人の有する財産的価値のあるもの

を換価し、債権者への配当を目指します。

　債権者は、破産手続の中で、配当がな

い（廃止）、もしくは、一部配当があった

ものの、債権全額の配当には至らない（終

結）が明らかとなったタイミングで貸倒

処理を視野に入れることになります。

３　貸倒損失計上の時期

　破産手続廃止決定又は終結決定により

破産法人の法人格が消滅するため、破産

手続の廃止決定又は終結決定により、破

産法人に対する金銭債権が消滅したもの

として処理をされます。

　前述の国税庁の質疑応答事例も、債務

者が存在しなくなった時点＝債権回収が

不能との考え方を基本姿勢としており、

この考え方は破産法とも整合します。

（５） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　

事

業

経

営

者

や

経

理

従

事

者

等

に

と

っ

て

、

税

と

社

会

保

険

の

知

識

は

必

要

不

可

欠

で

あ

り

、

幅

広

い

知

識

が

求

め

ら

れ

る

。

　

本

書

は

、

体

系

的

か

つ

簡

潔

明

瞭

に

、

「

各

税

を

網

羅

的

に

解

説

し

た

見

や

す

い

書

籍

」

「

携

行

で

き

る

コ

ン

パ

ク

ト

な

書

籍

」

と

い

う

コ

ン

セ

プ

ト

で

、

主

に

税

務

大

学

校

研

究

部

に

勤

務

経

験

の

あ

る

税

理

士

が

集

ま

り

、

「

知

り

た

い

こ

と

が

す

ぐ

わ

か

る

」

よ

う

に

編

纂

し

た

。

　

ま

た

、

主

要

な

租

税

（

所

得

税

、

法

人

税

、

消

費

税

、

相

続

税

、

贈

与

税

及

び

地

方

税

）

に

つ

い

て

、

原

則

的

に

「

①

納

税

義

務

者

」

「

②

課

税

物

件

」

「

③

課

税

標

準

」

「

④

税

額

算

出

方

法

・

税

率

」

「

⑤

申

告

・

納

付

」

を

共

通

項

目

と

し

て

整

理

し

、

単

体

で

の

理

解

だ

け

で

な

く

、

体

系

的

な

理

解

が

で

き

、

実

務

に

即

役

立

つ

よ

う

に

構

成

。

　

実

務

に

即

し

た

内

容

で

実

務

上

の

必

携

書

と

し

て

、

租

税

法

の

入

門

書

又

は

復

習

書

と

し

て

、

幅

広

い

活

用

が

可

能

な

一

冊

。

　

巻

末

に

は

、

給

与

所

得

の

源

泉

徴

収

税

額

表

、

耐

用

年

数

表

、

土

地

評

価

に

つ

い

て

の

調

整

率

表

、

印

紙

税

額

一

覧

表

、

年

齢

早

見

表

等

の

税

務

実

務

等

で

必

要

な

資

料

を

収

載

。

　

Ａ

５

判

、

５

１

０

ペ

ー

ジ

。

定

価

２

４

２

０

円

（

税

込

み

）

。

　

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

請

求

人

が

発

注

し

た

昇

降

機

設

備

の

工

事

の

対

価

の

支

出

は

、

資

本

的

支

出

に

該

当

し

、

実

質

的

に

新

た

な

資

産

を

取

得

し

た

と

も

認

め

ら

れ

な

い

た

め

、

中

小

企

業

経

営

強

化

税

制

の

特

別

償

却

は

適

用

で

き

な

い

と

し

た

事

例

。

　

審

査

請

求

人

が

、

昇

降

機

設

備

の

工

事

に

よ

り

建

物

附

属

設

備

を

取

得

し

た

こ

と

か

ら

、

中

小

企

業

経

営

強

化

税

制

の

特

別

償

却

を

適

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

し

て

、

法

人

税

等

の

確

定

申

告

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

、

当

該

工

事

に

よ

り

建

物

附

属

設

備

を

取

得

し

た

と

は

い

え

な

い

か

ら

、

当

該

措

置

を

適

用

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

な

ど

と

し

て

法

人

税

等

の

更

正

処

分

等

を

し

た

。

そ

れ

に

対

し

、

請

求

人

が

、

原

処

分

の

全

部

の

取

消

し

を

求

め

た

事

案

で

、

国

税

不

服

審

判

所

は

、

当

該

工

事

の

対

価

の

支

出

は

資

本

的

支

出

に

該

当

し

、

実

質

的

に

新

た

な

資

産

を

取

得

し

た

と

も

認

め

ら

れ

な

い

た

め

、

当

該

工

事

に

よ

り

、

当

該

工

事

が

施

工

さ

れ

た

後

の

昇

降

機

設

備

を

取

得

し

た

と

は

い

え

な

い

と

し

て

、

処

分

は

適

法

と

し

た

（

令

和

６

年

４

月

８

日

付

、

非

公

開

裁

決

）

。

基

礎

事

実

等

　

請

求

人

は

、

繊

維

製

の

綱

網

製

造

及

び

販

売

並

び

に

不

動

産

の

賃

貸

及

び

管

理

等

の

事

業

を

営

む

法

人

で

あ

る

。

　

請

求

人

は

、

令

和

２

年

�

月

�

日

に

、

本

件

請

負

業

者

と

の

間

で

、

請

求

人

を

発

注

者

、

本

件

請

負

業

者

を

受

注

者

と

し

て

昇

降

機

設

備

の

工

事

（

本

件

工

事

）

に

係

る

請

負

契

約

を

締

結

し

た

。

　

本

件

工

事

で

は

、

本

件

工

事

が

施

工

さ

れ

る

前

の

昇

降

機

設

備

（

本

件

施

工

前

設

備

）

の

か

ご

室

、

乗

場

扉

、

三

方

枠

及

び

レ

ー

ル

等

を

流

用

し

て

、

巻

上

機

、

制

御

盤

、

操

作

盤

、

表

示

器

具

及

び

着

床

装

置

等

の

制

御

機

器

等

の

更

新

、

戸

開

走

行

保

護

装

置

、

停

電

時

自

動

着

床

装

置

及

び

地

震

感

知

器

（

本

件

新

規

追

加

装

置

）

の

設

置

等

が

行

わ

れ

た

（

本

件

工

事

が

施

工

さ

れ

た

後

の

昇

降

機

設

備

を

本

件

施

工

後

設

備

）

。

　

本

件

施

工

後

設

備

に

つ

い

て

、

２

年

�

月

�

日

付

で

、

「

中

小

企

業

等

経

営

強

化

法

の

経

営

力

向

上

設

備

等

及

び

生

産

性

向

上

特

別

措

置

法

の

先

端

設

備

等

に

係

る

生

産

性

向

上

要

件

証

明

書

」

と

題

す

る

書

面

（

本

件

証

明

書

）

が

発

行

さ

れ

、

本

件

施

工

後

設

備

が

、

取

得

（

予

定

）

日

を

含

む

年

度

か

ら

�

年

前

の

年

度

以

降

に

販

売

開

始

さ

れ

た

製

品

で

あ

る

こ

と

及

び

旧

モ

デ

ル

と

比

較

し

て

１

％

以

上

の

生

産

性

の

向

上

が

認

め

ら

れ

る

こ

と

、

す

な

わ

ち

、

販

売

開

始

時

期

要

件

及

び

経

営

力

向

上

要

件

を

満

た

す

こ

と

を

証

明

す

る

旨

が

記

載

さ

れ

て

い

る

。

　

請

求

人

は

、

遅

く

と

も

３

年

２

月

�

日

ま

で

に

、

本

件

施

工

後

設

備

を

不

動

産

の

賃

貸

及

び

管

理

に

係

る

事

業

の

用

に

供

し

た

。

　

請

求

人

は

、

本

件

工

事

の

対

価

７

３

５

万

円

に

つ

い

て

、

租

税

特

別

措

置

法

第

�

条

の

�

の

４

《

中

小

企

業

者

等

が

特

定

経

営

力

向

上

設

備

等

を

取

得

し

た

場

合

の

特

別

償

却

又

は

法

人

税

額

の

特

別

控

除

》

第

１

項

の

規

定

（

本

件

規

定

）

が

適

用

さ

れ

る

と

し

て

、

普

通

償

却

の

償

却

限

度

額

３

万

６

１

３

７

円

と

特

別

償

却

の

償

却

限

度

額

７

３

１

万

３

８

６

３

円

の

合

計

額

７

３

５

万

円

を

、

２

年

３

月

１

日

か

ら

３

年

２

月

�

日

ま

で

の

事

業

年

度

の

損

金

の

額

に

算

入

し

た

。

　

主

な

争

点

は

、

請

求

人

は

、

本

件

工

事

に

よ

り

、

本

件

規

定

の

建

物

附

属

設

備

と

し

て

本

件

施

工

後

設

備

を

取

得

し

た

か

否

か

。

具

体

的

に

は

、

請

求

人

は

、

本

件

工

事

に

よ

り

本

件

施

工

後

設

備

を

取

得

し

た

と

い

え

る

か

否

か

。

請

求

人

の

主

張

　

本

件

工

事

に

よ

り

、

本

件

規

定

の

建

物

附

属

設

備

と

し

て

、

本

件

施

工

後

設

備

を

取

得

し

た

。

資

本

的

支

出

の

内

容

が

、

物

理

的

に

新

規

に

追

加

取

得

し

た

も

の

に

よ

り

、

資

産

が

全

体

と

し

て

新

た

な

機

能

を

獲

得

し

た

と

い

え

る

場

合

に

は

、

実

質

的

に

新

た

な

資

産

を

取

得

し

た

と

認

め

る

べ

き

で

あ

る

。

本

件

証

明

書

に

よ

り

、

本

件

施

工

後

設

備

が

販

売

開

始

後

�

年

以

内

の

新

し

い

製

品

で

あ

る

こ

と

が

証

明

さ

れ

た

こ

と

か

ら

、

仮

に

、

本

件

工

事

の

対

価

の

支

出

が

資

本

的

支

出

に

該

当

す

る

と

し

て

も

、

請

求

人

は

、

本

件

工

事

に

よ

り

実

質

的

に

新

た

な

資

産

を

取

得

し

た

と

認

め

ら

れ

る

。

審

判

所

の

判

断

　

本

件

規

定

の

適

用

に

当

た

っ

て

は

、

本

件

工

事

の

対

価

の

支

出

が

、

資

本

的

支

出

に

該

当

す

る

場

合

に

は

、

原

則

と

し

て

、

資

産

の

取

得

が

あ

っ

た

と

は

い

え

な

い

た

め

、

本

件

規

定

の

適

用

が

な

く

、

ま

た

、

本

件

工

事

の

対

価

の

支

出

が

、

資

本

的

支

出

に

該

当

し

た

場

合

で

あ

っ

て

も

、

実

質

的

に

新

た

な

資

産

を

取

得

し

た

と

認

め

ら

れ

る

場

合

に

は

、

例

外

的

に

本

件

規

定

を

適

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

　

本

件

施

工

後

設

備

の

相

当

部

分

が

本

件

施

工

前

設

備

の

部

品

で

構

成

さ

れ

て

お

り

、

本

件

工

事

で

は

、

本

件

施

工

前

設

備

が

全

体

と

し

て

解

体

及

び

撤

去

さ

れ

た

事

実

は

な

く

、

請

求

人

は

、

本

体

工

事

の

過

程

を

通

じ

て

、

本

件

施

工

前

設

備

を

有

し

て

い

た

と

認

め

ら

れ

る

。

そ

し

て

、

本

件

工

事

に

よ

り

付

加

さ

れ

た

本

件

新

規

追

加

装

置

の

機

能

に

よ

り

、

本

件

施

工

前

設

備

の

価

額

が

増

加

し

て

お

り

、

本

件

工

事

の

対

価

の

支

出

は

、

資

本

的

支

出

に

該

当

す

る

と

認

め

ら

れ

る

。

ま

た

、

当

該

支

出

の

内

容

は

、

そ

れ

の

み

を

も

っ

て

一

個

の

資

産

と

し

て

機

能

す

る

も

の

で

は

な

い

か

ら

、

実

質

的

に

新

た

な

資

産

を

取

得

し

た

と

も

認

め

ら

れ

な

い

こ

と

か

ら

、

請

求

人

は

、

本

件

工

事

に

よ

り

、

本

件

施

工

後

設

備

を

取

得

し

た

と

は

い

え

な

い

。

　

な

お

、

資

本

的

支

出

の

内

容

が

、

実

質

的

に

新

た

な

資

産

を

取

得

し

た

と

認

め

ら

れ

る

か

否

か

は

、

当

該

資

本

的

支

出

に

よ

り

得

た

も

の

自

体

が

一

個

の

資

産

と

し

て

機

能

し

、

資

産

本

体

と

は

別

個

の

資

産

と

し

て

管

理

及

び

償

却

を

行

う

と

し

て

も

問

題

な

い

か

ど

う

か

で

判

断

す

べ

き

で

あ

っ

て

、

物

理

的

に

新

規

に

追

加

取

得

し

た

も

の

に

よ

り

、

資

本

的

支

出

を

し

た

後

の

資

産

が

全

体

と

し

て

新

た

な

機

能

を

獲

得

し

た

と

い

え

る

か

ど

う

か

で

判

断

す

べ

き

で

は

な

い

。

ま

た

、

本

件

証

明

書

は

、

本

件

施

工

後

設

備

が

販

売

開

始

時

期

要

件

及

び

経

営

力

向

上

要

件

を

満

た

す

こ

と

を

証

明

す

る

も

の

で

あ

っ

て

、

本

件

工

事

に

係

る

資

本

的

支

出

の

内

容

が

、

実

質

的

に

新

た

な

資

産

を

取

得

し

た

と

認

め

ら

れ

る

こ

と

を

証

明

す

る

も

の

で

は

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日 　



　ラベルに「生」と記される日本酒は美味しそう、とい

う声をよく聞きます。「生」と表示のない一般的な日本

酒は、「火入れ」という工程を経ています。火入れと聞

くと、お酒を煮立てているような響きがあり、格落ちの

ように感じるのでしょう。でも生酒と火入れ、どちらが

上ということはなく、それぞれ違った魅力があります。

　火入れの目的は、酒質を安定させること。火入れをせ

ず、搾ったままの生酒の状態で放置すると、酵素や微生

物によって、味や香りが変質したり、雑菌が繁殖する危

険性があります。そこで、�℃～�℃ぐらいの温度で短

時間加熱殺菌して酵素の働きを止めます。これを「火入

れ」と呼びます。火入れのあとはすぐに冷却し、風味が

損なわれないようにしています。

　火入れを行うのは、一般的な日本酒は貯蔵前と瓶詰め

前の２回。火入れを全く行わないお酒が「本生」、また

なまづめ

は「生酒」。貯蔵前に一回火入れする「生詰」、生で貯

蔵して瓶詰め前に一回火入れする「生貯蔵」というお酒

もあります。「生」なのに火入れ!?と驚くかもしれません。

かつて「生酒」は、冬の酒蔵だけで味わえる希少な限定

品でした。そこで、「生酒」に近い味わいで、変質の危険

の少ないお酒をめざして造られたのが「生詰」「生貯蔵」

です。酒蔵や酒販店に冷蔵設備が入り、保冷車が普及し、

変質の危険が少なくなった�年ほど前から、「生酒」は全

国で一年中飲めるようになってきました。２回行うのが

通例だった火入れを１回に留める酒蔵も増えています。

　では、火入れで味がどう変わるか、簡単に紹介します。

「生酒」「本生」 一回も火入れしないお酒。香り華や

かで、躍動感あるフレッシュな味わいが魅力。微発砲す

ることもあります。飲み方は冷酒がお薦め。酒質は不安

定で非常に変化しやすいので、冷蔵保存が不可欠です。

「生詰」 搾ったあとに一回火入れし、瓶詰めするか、タ

ンクのなかで貯蔵して出荷するお酒。風味にフレッシュ

感があり、酒質はやや不安定。冷蔵庫で保存しましょう。

「生貯蔵酒」 生酒のまま貯蔵し、瓶詰の直前か直後に

１回火入れして出荷するお酒。味や香りは穏やか。酒質

は「生詰」より安定していますが、冷蔵保存を薦めます。

「一般的なお酒」 １回火入れして貯蔵し、瓶詰のとき

に２回目の火入れをして出荷。風味は落ち着いていて、切

れ味はシャープ。酒質が安定して、ブレがないので、冷

酒～お燗まで対応。紫外線を避ければ、常温保存も可能。

【

規

定

の

概

要

】

　

タ

ッ

ク

ス

・

ヘ

イ

ブ

ン

対

策

税

制

は

、

内

国

法

人

の

み

な

ら

ず

日

本

居

住

者

に

対

し

て

も

当

然

の

こ

と

な

が

ら

適

用

（

外

国

関

係

会

社

に

�

％

以

上

の

持

分

を

有

す

る

居

住

者

）

さ

れ

ま

す

。

　

個

人

の

場

合

は

、

合

算

さ

れ

る

所

得

は

雑

所

得

に

該

当

し

総

合

課

税

の

対

象

と

な

り

、

累

進

課

税

の

対

象

と

な

り

ま

す

。

　

ま

た

、

居

住

者

に

係

る

適

用

対

象

金

額

の

計

算

方

法

は

、

そ

の

大

部

分

を

内

国

法

人

の

適

用

対

象

金

額

の

計

算

方

法

を

準

用

し

て

い

ま

す

が

、

準

用

さ

れ

て

い

な

い

部

分

も

あ

り

ま

す

。

　

　

１

つ

目

が

、

合

算

課

税

の

対

象

と

さ

れ

る

所

得

に

対

し

て

外

国

で

納

付

し

た

税

額

は

、

内

国

法

人

は

外

国

税

額

控

除

の

適

用

が

可

能

な

の

に

対

し

て

、

日

本

居

住

者

に

は

そ

れ

に

相

当

す

る

規

定

が

な

く

、

控

除

が

で

き

な

い

と

い

う

こ

と

で

す

。

　

２

つ

目

が

、

合

算

対

象

と

な

る

か

否

か

の

判

定

時

期

は

、

特

定

外

国

関

係

会

社

等

の

各

事

業

度

終

了

の

時

の

現

況

に

よ

る

こ

と

と

な

っ

て

い

る

と

こ

ろ

、

合

算

課

税

を

行

う

時

は

、

い

つ

の

時

点

な

の

か

で

す

（

こ

の

点

は

、

筆

者

の

知

識

不

足

な

の

か

も

知

れ

ま

せ

ん

が

、

実

務

で

現

に

発

生

し

、

国

税

当

局

に

問

い

合

わ

せ

た

と

こ

ろ

、

明

確

な

回

答

が

な

か

っ

た

こ

と

も

あ

り

ま

す

）

。

法

人

の

場

合

は

、

内

国

法

人

に

係

る

特

定

外

国

関

係

会

社

又

は

対

象

外

国

関

係

会

社

の

各

事

業

年

度

終

了

の

日

の

翌

日

か

ら

２

カ

月

を

経

過

す

る

日

を

含

む

そ

の

内

国

法

人

の

各

事

業

年

度

の

確

定

申

告

に

お

い

て

合

算

課

税

を

行

う

と

定

め

ら

れ

て

い

ま

す

（

措

法

�

の

６

①

）

。

【

対

処

に

悩

ん

だ

事

例

】

　

　

日

本

居

住

者

が

タ

ッ

ク

ス

・

ヘ

イ

ブ

ン

対

策

税

制

の

適

用

を

受

け

る

に

当

た

り

悩

ん

で

い

る

ケ

ー

ス

で

す

。

（

ケ

ー

ス

１

）

合

算

す

る

こ

と

は

理

解

し

た

が

、

当

該

特

定

外

国

関

係

会

社

等

が

納

付

し

た

外

国

法

人

税

は

、

な

ぜ

に

外

国

税

額

控

除

の

対

象

と

な

ら

な

い

の

で

し

ょ

う

か

。

法

人

の

所

得

を

個

人

所

得

と

み

な

し

て

合

算

し

た

の

で

あ

る

な

ら

、

法

人

の

所

得

に

課

さ

れ

る

税

も

、

た

と

え

法

人

税

と

の

名

称

で

あ

っ

て

も

、

個

人

所

得

税

に

課

さ

れ

た

税

と

み

な

し

て

、

外

国

税

額

控

除

の

対

象

と

な

ら

な

い

の

で

し

ょ

う

か

。

（

ケ

ー

ス

２

）

合

算

課

税

を

行

う

時

期

は

、

特

定

外

国

子

会

社

等

の

事

業

等

度

終

了

の

日

の

２

カ

月

経

過

す

る

日

で

す

が

、

そ

の

時

点

で

居

住

者

が

す

で

に

出

国

し

て

非

居

住

者

に

な

っ

て

い

た

ら

、

合

算

課

税

す

る

必

要

は

な

い

と

の

理

解

で

良

い

の

か

で

す

。

　

例

え

ば

、

特

定

外

国

子

会

社

等

の

決

算

月

日

が

�

月

�

日

で

す

と

、

�

月

�

日

が

居

住

者

の

所

得

に

合

算

す

る

日

と

な

り

ま

す

が

、

す

で

に

�

月

１

日

現

在

、

日

本

を

出

国

し

て

非

居

住

者

に

該

当

し

た

場

合

は

ど

う

対

処

す

る

か

で

す

。

こ

の

場

合

は

、

合

算

課

税

の

対

象

と

な

る

か

否

か

の

判

定

時

期

と

な

る

�

月

�

日

後

の

出

国

な

の

で

、

合

算

対

象

に

な

る

と

考

え

る

の

か

、

出

国

が

�

月

�

日

で

す

と

�

月

�

日

前

な

の

で

、

さ

て

ど

の

よ

う

に

考

え

て

対

応

す

れ

ば

良

い

の

が

悩

ん

で

い

ま

す

。

　

　

個

人

の

場

合

は

、

法

人

と

違

い

、

居

住

者

や

非

居

住

者

に

な

れ

る

自

由

度

は

高

い

と

思

わ

れ

ま

す

。

　

【

あ

っ

た

ら

い

い

な

、

こ

ん

な

規

定

】

（

ケ

ー

ス

１

）

外

国

税

額

控

除

の

対

象

と

な

る

規

定

が

あ

れ

ば

、

納

税

者

の

理

解

が

得

ら

れ

る

の

で

す

が

…

。

（

ケ

ー

ス

２

）

タ

ッ

ク

ス

・

ヘ

イ

ブ

ン

対

策

税

制

の

対

象

者

が

個

人

の

場

合

の

「

合

算

課

税

の

判

定

時

期

と

合

算

を

行

う

時

期

」

併

せ

て

、

対

象

者

が

個

人

と

法

人

の

場

合

の

規

定

の

違

う

点

に

つ

い

て

Ｆ

Ａ

Ｑ

な

ど

で

明

示

し

て

い

た

だ

け

た

ら

、

悩

み

の

解

消

に

な

る

の

で

す

が

…

。

（７） 税　の　し　る　べ 令和７年（２０２５年） 月 日　



　石川・公益社団法人松任法人会青年部会（山

﨑貴文部会長）は５月９日、野々市市立菅原小

学校で租税教室を開催した＝写真。

　松任税務署管内では、法人会のほか税務署や

各市、北陸税理士会松任支部（石黒敏晴支部長）

が講師となり租税教室を開催している。

　この日は児童向けに、税の使われ方について

人形劇で分かりやすく伝え「税金は大切なもの、

皆の生活の中で必ず役に立っている」と呼び掛

けた。

　また、各キャラクター（法人会：けんたくん、

税務署：イータ君、白山市：ゆきママとしずく

ちゃん、野々市市：のっティ）が登場し授業を

盛り上げた。

　児童からは、「税金がなくなったら町は大変

になると分かった。家に帰って授業の話をする」

などの声が聞かれ、税の大切さを知ってもらう

有意義な機会となった。

　

富

山

青

色

申

告

会

女

性

部

（

堀

田

順

子

部

長

）

は

５

月

�

日

、

令

和

６

年

能

登

半

島

地

震

富

山

市

災

害

義

援

金

と

し

て

、

義

援

金

�

万

円

を

富

山

市

に

贈

呈

し

た

＝

写

真

。

　

富

山

青

色

申

告

会

第

�

回

定

例

総

会

終

了

後

に

行

わ

れ

た

贈

呈

式

に

は

同

部

員

ら

と

秋

俊

浩

富

山

市

財

務

部

次

長

が

出

席

。

堀

田

部

長

か

ら

秋

財

務

部

次

長

に

渡

さ

れ

た

。

　

義

援

金

は

同

部

創

立

か

ら

�

年

目

を

迎

え

、

�

年

間

の

部

員

の

思

い

の

詰

ま

っ

た

寄

附

と

な

っ

た

。

　

公

益

社

団

法

人

札

幌

北

法

人

会

（

加

藤

欽

也

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

令

和

６

年

中

に

入

会

し

た

新

会

員

を

対

象

と

し

た

、

新

会

員

税

務

研

修

会

を

新

規

会

員

�

人

出

席

の

も

と

、

札

幌

サ

ン

プ

ラ

ザ

で

開

催

し

た

。

　

同

研

修

会

で

は

、

札

幌

北

税

務

署

担

当

官

か

ら

、

会

社

取

引

を

め

ぐ

る

税

務

Ｑ

＆

Ａ

の

ほ

か

、

法

人

会

が

推

奨

し

て

い

る

「

自

主

点

検

チ

ェ

ッ

ク

シ

ー

ト

」

の

活

用

と

留

意

点

に

つ

い

て

の

説

明

が

あ

っ

た

。

　

研

修

会

の

後

半

で

は

、

加

藤

会

長

が

登

壇

し

、

あ

い

さ

つ

に

引

き

続

き

法

人

会

の

存

在

意

義

と

公

益

社

団

法

人

と

し

て

の

取

組

状

況

等

に

つ

い

て

講

話

が

あ

り

、

札

幌

北

法

人

会

の

モ

ッ

ト

ー

で

あ

る

「

楽

し

く

な

け

れ

ば

法

人

会

じ

ゃ

な

い

！

」

を

法

人

会

の

各

種

事

業

・

行

事

に

参

加

し

て

実

感

し

て

も

ら

い

た

い

と

の

エ

ー

ル

が

送

ら

れ

た

＝

写

真

。

　

税

務

研

修

会

に

引

き

続

き

開

催

さ

れ

た

懇

親

会

「

新

会

員

交

流

２

０

２

５

」

に

は

、

研

修

会

出

席

者

、

新

会

員

の

紹

介

者

と

法

人

会

役

員

な

ど

�

人

が

参

加

し

、

紹

介

者

の

新

会

員

紹

介

と

、

新

会

員

か

ら

の

自

己

紹

介

＆

自

社

Ｐ

Ｒ

、

名

刺

交

換

な

ど

が

行

わ

れ

た

。

　

令

和

６

年

に

お

い

て

も

、

多

数

の

会

員

か

ら

退

会

申

し

出

が

あ

っ

た

こ

と

か

ら

、

入

会

間

も

な

い

会

員

に

法

人

会

活

動

へ

の

理

解

を

深

め

て

も

ら

う

貴

重

な

場

と

な

っ

た

。

　

札

幌

五

法

人

会

（

札

幌

中

・

札

幌

西

・

札

幌

北

・

札

幌

東

・

札

幌

南

）

は

こ

の

ほ

ど

、

札

幌

市

内

の

北

海

道

経

済

セ

ン

タ

ー

で

、

株

式

会

社

藤

本

高

等

教

育

研

究

所

代

表

取

締

役

の

藤

本

研

一

氏

を

講

師

に

迎

え

「

新

入

・

若

手

社

員

向

け

ビ

ジ

ネ

ス

マ

ナ

ー

・

敬

語

講

座

」

を

テ

ー

マ

に

合

同

セ

ミ

ナ

ー

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

前

提

と

な

る

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

の

取

り

方

か

ら

始

ま

り

、

ビ

ジ

ネ

ス

マ

ナ

ー

の

基

本

や

敬

語

の

使

い

方

に

つ

い

て

、

日

頃

当

た

り

前

と

思

っ

て

い

た

こ

と

が

相

手

に

は

失

礼

な

こ

と

も

あ

る

、

何

気

な

く

尊

敬

語

と

し

て

使

っ

て

い

る

言

葉

も

実

は

違

っ

て

い

る

こ

と

も

あ

る

な

ど

、

様

々

な

事

例

を

基

に

大

変

分

か

り

や

す

く

説

明

し

た

。

　

参

加

者

か

ら

は

「

改

め

て

マ

ナ

ー

や

敬

語

の

使

い

方

を

学

ぶ

こ

と

が

で

き

ま

し

た

」

「

実

践

的

な

内

容

で

勉

強

に

な

り

ま

し

た

」

な

ど

、

大

変

好

評

で

あ

っ

た

。

　

関

東

信

越

国

税

局

は

５

月

�

日

、

さ

い

た

ま

市

の

清

水

園

で

「

伝

統

的

酒

造

り

」

の

ユ

ネ

ス

コ

無

形

文

化

遺

産

登

録

記

念

イ

ベ

ン

ト

「

日

本

酒

、

麹

（

Ｋ

о

ｊ

ｉ

）

と

日

本

の

文

化

を

知

ろ

う

」

を

開

催

し

た

。

　

こ

の

イ

ベ

ン

ト

は

主

に

若

者

、

Ａ

Ｌ

Ｔ

（

外

国

語

指

導

助

手

）

な

ど

の

在

日

外

国

人

、

イ

ン

フ

ル

エ

ン

サ

ー

を

対

象

に

実

施

し

た

も

の

で

、

約

１

０

０

人

の

参

加

者

に

伝

統

的

酒

造

り

の

魅

力

を

さ

ま

ざ

ま

な

角

度

か

ら

Ｐ

Ｒ

し

た

。

　

俳

優

・

モ

デ

ル

の

三

吉

彩

花

さ

ん

と

岩

佐

理

局

長

と

の

ト

ー

ク

セ

ッ

シ

ョ

ン

で

は

、

三

吉

さ

ん

が

若

者

目

線

で

伝

統

的

酒

造

り

に

対

す

る

感

想

等

を

述

べ

て

い

た

＝

写

真

。

　

ま

た

、

管

内

の

日

本

酒

を

、

日

本

酒

ソ

ム

リ

エ

で

第

�

代

酒

サ

ム

ラ

イ

の

千

葉

麻

里

絵

氏

と

清

水

園

が

考

案

し

た

料

理

と

あ

わ

せ

る

ペ

ア

リ

ン

グ

の

コ

ー

ナ

ー

で

は

「

お

酒

の

奥

深

さ

や

、

ペ

ア

リ

ン

グ

の

楽

し

さ

を

知

れ

て

良

か

っ

た

」

な

ど

、

参

加

者

は

日

本

酒

の

新

た

な

楽

し

み

方

に

つ

い

て

の

発

見

や

驚

き

で

盛

り

上

が

っ

て

い

た

。

　

別

会

場

で

は

「

親

子

で

楽

し

め

る

ワ

ー

ク

シ

ョ

ッ

プ

」

と

題

し

、

米

こ

う

じ

を

使

っ

た

石

け

ん

作

り

や

人

気

漫

画

「

も

や

し

も

ん

＋

」

の

パ

ネ

ル

を

展

示

す

る

な

ど

、

普

段

は

伝

統

的

酒

造

り

に

馴

染

み

の

な

い

人

々

に

も

興

味

を

持

っ

て

も

ら

え

る

よ

う

な

催

し

も

行

わ

れ

、

会

場

を

訪

れ

た

大

勢

の

親

子

連

れ

が

列

を

作

っ

て

い

た

。

　

東

海

税

理

士

会

（

片

山

泰

宏

会

長

）

と

静

岡

県

信

用

保

証

協

会

（

吉

林

章

仁

会

長

）

は

５

月

�

日

、

東

海

税

理

士

会

会

議

室

で

「

税

理

士

連

携

中

小

企

業

支

援

保

証

制

度

の

取

扱

い

に

関

す

る

覚

書

」

を

締

結

し

た

。

　

こ

の

制

度

は

、

静

岡

県

内

に

お

け

る

中

小

企

業

・

小

規

模

事

業

者

の

身

近

な

専

門

家

の

税

理

士

ま

た

は

税

理

士

法

人

と

信

用

保

証

協

会

が

資

金

繰

り

相

談

を

行

い

つ

つ

、

金

融

機

関

と

も

連

携

し

な

が

ら

、

中

小

企

業

者

の

抱

え

る

経

営

課

題

に

対

し

て

早

期

に

連

携

し

て

課

題

解

決

を

図

る

も

の

。

当

日

は

、

覚

書

の

概

要

説

明

の

後

、

両

会

長

に

よ

る

覚

書

の

調

印

が

行

わ

れ

た

＝

写

真

。

　

税

理

士

等

、

金

融

機

関

、

信

用

保

証

協

会

の

連

携

に

よ

り

、

中

小

企

業

者

の

資

金

需

要

に

応

じ

た

機

動

的

な

資

金

供

給

と

中

小

企

業

者

の

経

営

の

安

定

を

図

る

。

具

体

的

な

制

度

の

運

用

は

、

次

の

通

り

。

　

　

①

信

用

保

証

協

会

は

、

税

理

士

等

か

ら

中

小

企

業

者

の

資

金

繰

り

事

前

相

談

を

受

け

付

け

る

。

　

②

信

用

保

証

協

会

は

、

資

金

繰

り

の

事

前

相

談

に

つ

い

て

内

容

を

確

認

の

上

、

方

向

性

を

税

理

士

等

に

回

答

す

る

。

　

③

中

小

企

業

者

は

②

の

回

答

を

も

っ

て

金

融

機

関

に

融

資

の

申

し

込

み

を

行

う

。

　

④

信

用

保

証

協

会

は

、

保

証

限

度

額

５

０

０

０

万

円

ま

で

の

運

転

設

備

資

金

と

し

て

期

間

�

年

以

内

で

保

証

す

る

。

　

　

⑤

融

資

実

行

後

、

税

理

士

等

は

、

年

２

回

モ

ニ

タ

リ

ン

グ

し

、

信

用

保

証

協

会

や

金

融

機

関

に

報

告

す

る

。

必

要

に

応

じ

て

、

税

理

士

等

、

金

融

機

関

、

信

用

保

証

協

会

は

経

営

支

援

を

行

う

。

（８）税　の　し　る　べ令和７年（２０２５年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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